
令和４年度
介護サービス事業者集団指導
認知症対応型共同生活介護

台東区福祉部 福祉課 指導検査係



 認知症対応型共同生活介護基本報酬

 新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価

 認知症専門ケア加算等の見直し

 認知症に係る取組の情報公表の推進

 認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

 看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実

 認知症グループホームにおける看取りへの対応の充実

 認知症グループホームにおける医療ニーズへの対応強化

 緊急時の宿泊ニーズへの対応の充実

 地域の特性に応じた認知症グループホームの確保

 特例居宅介護サービス費による地域の実情に応じたサービ
ス提供の確保

 リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の取組の一体的な
推進

 生活機能向上連携加算の見直し

 通所系サービス等における口腔機能向上の取組の充実

 認知症グループホームにおける栄養改善の推進

 処遇改善加算の職場環境等要件の見直し

 介護職員等特定処遇改善加算の見直し

 サービス提供体制強化加算の見直し

 認知症グループホームの夜勤職員体制の見直し

 管理者交代時の研修の修了猶予措置

 外部評価に係る運営推進会議の活用

 計画作成担当者の配置基準の緩和

 介護職員処遇改善加算（Ⅳ）及び（Ⅴ）の廃止

 （令和4年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設

厚生労働省ホームページ「令和３年度介護報酬改定における改定事項について」及び「令和４年度介護報
酬改定における改定事項について」より、以下の改定事項を抜粋して説明します。

令和３・４年度介護報酬改定における改定事項
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〇医療・福祉関係資格を
有さない全ての従業者に
対し、認知症介護基礎研
修を受講させるための必
要な措置を講じること。

〇新卒採用、中途採用を
問わず、事業所が新たに
採用した従業者（医療・福
祉関係資格を有さない
者に限る。）に対して、１
年以内に認知症介護基
礎研修を受講させること。

⇒ 令和６年３月３１日ま
では努力義務。

認知症介護基礎研修の受講の義務づけ
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認知症グループホームにおける看取りへの対応の充実

〇看取り介護加算の単位
を１つ新設。

⇒ 死亡日前31日から
45日以下について1日に
つき72単位算定可能に。

○加算の算定要件に、「人
生の最終段階における医
療ケアの決定プロセスに
関するガイドライン」等の
内容に沿った取り組みを
行うことが追加。

3



認知症グループホームにおける医療ニーズへの対応強化

〇医療連携体制加算
（Ⅱ）及び（Ⅲ）の医療的
ケアが必要な者の受入
要件について、医療的
ケアの対象が7つ追加。

※図の赤字が追加項目。
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緊急時の宿泊ニーズへの対応の充実

〇定員を超える場合の緊
急時短期利用の要件が
緩和

⇒ 受入人数は、1ユニッ
ト1名まで

⇒ 受入日数は、7日以
内を原則として利用者家
族の疾病等やむを得ない
事情がある場合には14
日以内。

⇒ 利用可能な部屋は、
「おおむね7.43㎡／人
でプライバシーの確保に
配慮した個室的な設え」
であれば、個室以外も可。
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地域の特性に応じた認知症グループホームの確保①

○ユニット数を弾力化

⇒ １以上３以下とする。

⇒ サテライト型事業所
については、１又は２と
する。

⇒ サテライト型事業所
は、本体事業所のユニッ
ト数を上回らず、かつ、
本体事業所のユニット数
との合計が最大４までと
する。
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地域の特性に応じた認知症グループホームの確保②

○サテライト型事業所の基
準創設

⇒ 代表者・管理者・介護支
援専門員である計画作成担
当者は、本体事業所との兼
務等により、配置しないこと
も可。

⇒ 計画作成担当者として、
介護支援専門員ではない認
知症介護実践研修を修了し
た者を配置することも可

⇒ 設備等について、サテラ
イト型事業所にかかる特有
の要件等は、左記参照。
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地域の特性に応じた認知症グループホームの確保③
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〇口腔・栄養スクリーニング加
算（Ⅰ）

⇒ 利用者の口腔の健康状態及
び栄養状態について確認

〇口腔・栄養スクリーニング加
算（Ⅱ）

⇒ 口腔の健康状態と栄養状態
のいずれかの確認

〇口腔機能向上加算（Ⅱ）

⇒ 厚生労働省への情報の提出
については、LIFEを用いて行
うこと。

※「科学的介護情報システム
（LIFE）関連加算に関する基本
的考え方並びに事務処理手順
及び様式例の提示について」参
照

口腔機能向上の取組の充実
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〇栄養ケアに係る技術的助言
及び指導

⇒次のいずれかに係るものを
いう（利用者ごとの栄養ケア・
マネジメントをいうものではな
い。）

①事業所における利用者の低
栄養状態の評価方法

②栄養ケアに関する課題（食事
中の傾眠、拒食、徘徊・多動等）
への対処方法

③食形態の調整及び調理方法
その他事業所において日常的
な栄養ケアの実施にあたり必
要と思われる事項

認知症グループホームにおける栄養改善の推進
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〇職場環境等要件の見直し

・入職促進に向けた取組
・資質の向上やキャリアアップ

に向けた支援
・両立支援・多様な働き方の

推進
・腰痛を含む心身の健康管理
・生産性向上のための業務改
善の取組
・やりがい、働きがいの醸成

⇒ 職場環境等要件に基づく
取組の実施について、当該年
度における取組の実施を求め
ること。

処遇改善加算の職場環境等要件の見直し
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〇平均の賃金改善額の配
分ルールについて見直し
⇒ 「経験・技能のある介
護職員」は「その他の介護
職員」の「２倍以上とするこ
と」とするルールについて、
「より高くすること」とする。

処遇改善加算について、
「介護職員処遇改善加算及び介
護職員等特定処遇改善加算に関
する基本的考え方並びに事務処
理手順及び様式例の提示につい
て」も併せてご参照ください。

介護職員等特定処遇改善加算の見直し
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サービス提供体制強化加算の見直し

加算Ⅰ：２２単位/回（日）
（新たな最上位区分）

加算Ⅱ：１８単位/回（日）
（改正前の加算Ⅰイ相当）

加算Ⅲ：６単位/回（日）
（改正前の加算Ⅰロ、加算Ⅱ、加算Ⅲ相当）

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士７０％以上
②勤続１０年以上介護福祉士２５％以上

介護福祉士6０％以上

以下のいずれかに該当すること。
①介護福祉士5０％以上
②常勤職員７５％以上
②勤続７年以上３０％以上

単位数、資格・勤続年数要件（認知症対応型共同生活介護）
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認知症グループホームの夜勤職員体制の見直し

〇ユニット数が３の場合

夜間・深夜時間帯の職員体制
は3人。

⇒１ユニットごとに1人夜勤の
原則は維持。

⇒ただし、以下の3要件を満た
す場合は、例外的に夜勤2人
以上の配置に緩和できる。

① 各ユニットが同一階に隣接
している。

② 職員が円滑に利用者の状
況把握を行い、速やかな対応
が可能な構造。

③ 安全対策を取っている。

※要介護度に関わらず、2ユ
ニット以上の単位数から
「−50単位」となる。
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外部評価に係る運営推進会議の活用

〇「第三者による外部評価」

⇒ 「①外部の者による評価」、又
は「②運営推進会議における評
価」のいずれかの評価を受け、結
果を公表。

【②の場合は・・・】

〇外部評価を行う運営推進会議
は単独開催で行うこと。

〇区役所職員又は地域包括支援
センター職員、指定認知症対応
型共同生活介護に知見を有し公
正・中立な第三者の立場にある
者の参加が必要。

〇外部評価の実施回数を２年に
１回とすることができる場合の
要件の一つである、「過去に外部
評価を継続して実施した年数」に
算入不可。 １5



計画作成担当者の配置基準の緩和

〇 ユニットごとに1人以
上から、事業所ごとに1人
以上に改正。

○2人以上配置する場合、
いずれか1人が介護支援
専門員の資格を有してい
れば足りる。

⇒ただし、全員が認知症
介護実践者研修修了者で
あることは必要！
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（令和４年度）介護職員等ベースアップ等支援加算の創設

〇介護職員及びその他の職
員のそれぞれについて、賃
金改善に要する費用の見込
額の3分の2以上を基本給
又は決まって毎月支払われ
る手当に充てること。

〇介護職員処遇改善加算
（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれ
かを算定していること。

〇処遇改善に要する費用の
見込額を全ての職員に周知
すること。

「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等
ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び
様式例の提示について」も併せてご参照ください。 １7



・従業者の員数、管理者及び代表者

・利用定員及び設備等

・内容及び手続の説明及び同意

・指定認知症対応型共同生活介護の取扱い方針（身体的拘束等）

・認知症対応型共同生活介護計画の作成

・運営規程

・勤務体制の確保等

・秘密保持等

・苦情処理、事故発生時の対応

・地域との連携等

○事業運営に関する留意事項、★指導において指摘の多い事項について説明します。
※区ホームページ「指導基準」で法令、基準等の適合状況をご確認ください。

（「台東区 介護 指導検査」で検索）

以降、「東京都台東区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関
する条例」は「地域密着型サービス基準条例」と表記。

認知症対応型共同生活介護に係る留意事項
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従業者の員数、管理者及び代表者 【地域密着型サービス基準条例 第111～113条】
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※図の下線部は介護報酬改定箇所。

代表者

〇認知症の介護従事経験若しくは保健医療・福祉サービスの経営経験があり、認知症対応型サービス事業開設者研修を修
了した者
　※ただし、代表者の変更の届出を行う場合については、代表者交代時に認知症対応型サービス事業開設者研修が
　開催されていないことにより、当該代表者が研修を終了していない場合、交代の半年後又は次回の研修日程の
　いずれか早い日までに研修を修了することで差し支えない。

管理者

○ユニットごとに常勤・専従
　※ただし、複数のユニットを設ける場合、それぞれのユニットの管理上支障がない場合は、同一事業所の他のユニット
  との兼務も可。
○３年以上認知症の介護の従事経験がある認知症対応型サービス事業管理者研修を修了した者

介護従業者

○日中：常勤換算方法でユニットごとに３：１以上
○夜間：時間帯を通じてユニットごとに１以上
　【ユニット数が３の場合】
　　　１ユニットごとに1人夜勤の原則は維持するが、以下の3要件を満たす
　　場合は、例外的に夜勤2人以上の配置に緩和できる。
　　①　各ユニットが同一階に隣接している。
　　②　職員が円滑に利用者の状況把握を行い、速やかな対応が可能な構造。
　　③　安全対策を取っている。

○介護従業者のうち１人以上は常勤

計画作成担当者

○事業所ごとに１人以上
○介護支援専門員　かつ　認知症介護実践者研修を修了した者
〇２人以上の計画作成担当者を配置する場合、いずれか１人が介護支援専門員の資格を有していれば足りる（全員が研修
修了者であることは必要）

人
員



利用定員及び設備等 【地域密着型サービス基準条例 第114条】

★避難経路に指定されてい
る出入口付近に備品等が置
かれている。
⇒ 非常災害時の避難、救
出に支障を来たす恐れがあ
るため、避難経路の確保を
適切に行うこと。

★平面図に合致していない。

★テレビや冷蔵庫等、転倒
防止等安全対策がされてい
ない。

★浴室やトイレ内で、利用者
の手の届く範囲に、洗剤・掃
除用具等が置かれている
（誤飲防止の観点）。※図の下線部は介護報酬改定箇所。

※サテライト型事業所の基準については、7ページ参照。
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ユニット型の数 １以上３以下

ユニットの入居定員 ５人以上９人以下

居室の定員 1人（利用者の処遇上必要な場合は２人）

立地 住宅地又は利用者の家族や地域住民と交流可能な場所

併設事業所の範囲
家庭的な環境と地域住民との交流の下にサービスが提供されると認められる場
合、広域型特別養護老人ホーム等と同一建物に併設も可能。

居室 ７．４３㎡（和室４．５畳）以上で原則個室

居間・食堂・台所

〇ユニットごとの専用設備でなければならない。
〇居間及び食堂は、同一の場所とすることができる。
　⇒同一の室内とする場合であっても、居間、食堂のそれぞれの機能が独立し
　　ていることが望ましい。
　⇒その広さについても原則利用者及び事業所職員が一堂に会するのに充分
　　な広さを確保すること。

その他

〇浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、その他利用者が日常
生活を営む上で必要な設備を設けていること。　
　※消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の法令
　等に規定された設備をいう。

設
備
等

利
用
定
員



【地域密着型サービス基準条例 第129条準用（第10条）】

・指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応
型共同生活介護の提供の開始に際し、予め、利用申込者又は
その家族に対し、重要事項を記した文書を交付して説明を行
い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得ているか。

【重要事項を記した文書】

①重要事項に関する規程概要 ②介護従業者の勤務体制③事
故発生時の対応 ④苦情処理の体制 ⑤第三者評価の実施状
況（実施の有無，直近の実施年月日，評価機関の名称，評価結
果の開示状況） ⑥その他

○利用者又は家族への説
明と同意の手続きを行っ
ていること。

○重要事項説明書等の内
容に不備がないこと。

内容及び手続の説明及び同意
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【地域密着型サービス基準条例 第118条第5項及び6項】

・指定認知症対応型共同生活介護事業者は、認知症対応型共同生活
介護の提供に当たっては、利用者又は他の利用者等の生命又は身体
を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行っ
ていないか。

・指定認知症対応型共同生活介護事業者は、やむを得ず身体的拘束
等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状
況ならびに緊急やむを得なかった理由を記録しているか。

〇家族からの要望だからと
いう理由のみで、身体的拘束
等を実施してはならない。

★身体的拘束等に当たる可
能性があるか、検討していな
い。

★「緊急やむを得ない場合」
であるか、極めて慎重に検討
していない。（「切迫性」「非代
替性」「一時性」を満たしてい
るか。）

★利用者や家族に対して説
明し、理解を得ていない。

★身体的拘束等の態様、時間、
心身の状況、理由を記録して
いない。

指定認知症対応型共同生活介護の取扱い方針（身体的拘束等）①

【身体拘束禁止の対象となる具体的行為の例】
①車椅子や椅子、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛ったり、ベッドを柵 （サイドレール）
で囲む。
②手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつけたり、介護衣（つなぎ服）を着せる。
③Ｙ字型拘束帯や腰ベルト、車椅子テーブルを付けたり、立上りを妨げるような椅子を
使用する。
④落ち着かせる為に向精神薬を過剰に服用させたり、自分の意思で開閉不可の居室等
に隔離する。

22



【地域密着型サービス基準条例 第118条第7項】

指定認知症対応型共同生活介護事業者は、身体的拘束等の適正
化を図るため、次に掲げる措置を講じているか。

○身体的拘束等実施の有無
に関わらず、必ず実施しな
ければならない。

〇基準条例第118条第６項
の記録、及び第7項の措置
を講じていない場合、身体
拘束廃止未実施減算の適用
となるので注意。

指定認知症対応型共同生活介護の取扱い方針（身体的拘束等）②

「身体拘束ゼロへの手引
き」等関連通知も併せて
ご確認ください。

・ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し
て行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催し、その結果について、介護従
業者その他の従業者に周知徹底を図っているか。

・ 身体的拘束等の適正化のための指針を次の項目を盛り込んで整備しているか。
①身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方
②身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
③身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
④事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策
⑤拘束等発生時の対応に関する基本方針
⑥利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
⑦その他拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

・ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的
（年2回以上）に実施しているか。
※指針に基づいた研修プログラムを作成すること。
※新規採用時は必ず研修を実施すること。
※研修の内容について記録すること。

23



〇アセスメントを適切
に行うこと。

〇計画に基づいたケア
の提供をすること。

〇定期的にモニタリン
グをすること。

★計画について、利用
者の同意を得ていな
かった。

★計画を交付していな
かった。（交付したこと
の記録も忘れずに！）

【地域密着型サービス基準条例 第119条】

・計画作成担当者に計画の作成に関する業務を担当させているか。

・計画の作成に当たっては、通所介護等の活用、地域における活動
への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努
めているか。

・利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ
て、他の介護従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成す
るための具体的なサービスの内容等を記載した計画を作成してい
るか。

・計画の作成に当たっては，その内容について利用者又はその家
族に対して説明し，利用者の同意を得ているか。また、交付してい
るか。

・計画の作成後においても、他の介護従業者及び指定居宅サービ
ス等を行う者との連絡を継続的に行うことにより、実施状況の把
握を行い、必要に応じて変更を行っているか。

認知症対応型共同生活介護計画の作成
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【地域密着型サービス基準条例 第123条】

運営における以下の重要事項について定めているか。

①事業の目的及び運営の方針

②従業者の職種、員数及び職務の内容（人員基準を満たす範囲で「○人以上」
と記載することも差し支えない。）

③利用定員

④指定認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額

⑤入居に当たっての留意事項

⑥非常災害対策

⑦虐待の防止のための措置に関する事項（令和６年３月31日までの間は努力
義務とする）

⑧その他運営に関する重要事項

※⑧の「その他運営に関する重要事項」として、当該利用者又は他の利用者等
の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行
う際の手続きについて定めておくことが望ましい。

★運営規程の内容が
不十分（記載がない、
記載内容が古い等）。

★運営規程と重要事項
説明書の整合性が取れ
ていない。

運営規程
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【地域密着型サービス基準条例 第124条】

・ユニットごとに従業者の勤務体制を定めているか。

・ユニットごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し従業者の
日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、兼務関係等夜間及び深夜
の担当者等を明確にしているか。

・上記の介護従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、利用
者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重視
したサービスの提供に配慮しているか。

・ 従業者の資質向上のために研修の機会を確保しているか。そ
の際、医療・福祉関係資格を有さない全ての介護従業者に対し、
認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措
置を講じているか。

★ユニットごとに勤務表及び勤
務実績を作成していない。

★勤務表の記載内容が不足して
いる。

★研修計画を作成していない、
研修実績が確認できない。

★介護従業者が同じ日において
ユニットを行き来している。

⇒利用者が家庭的な環境の下で
安心して日常生活を送ることが
できるよう、担当の介護従業者
を固定するなどの継続性を重視
したサービスの提供に配慮する
こと。

勤務体制の確保等
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【地域密着型サービス基準条例 第129条準用（第36条）】

・認知症対応型共同生活介護護事業所の従業者は、正当な理由なく、
その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしていないか。

・認知症対応型共同生活介護事業者は、従業者であった者が、正当な
理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らす
ことがないよう、必要な措置を講じているか。

・認知症対応型共同生活介護事業者は、サービス担当者会議等にお
いて、利用者の個人情報を用いる場合は当該利用者の同意を、利用
者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該家族の同意を、あ
らかじめ文書により得ているか。

★秘密保持誓約書に退
職後の秘密保持につい
ての取り決めがない。

★個人情報利用同意に
ついて、家族からの同意
を取っていない。

⇒ 利用者家族の個人
情報を用いる場合は、利
用者家族の同意を取る
ことが必要。

秘密保持等
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苦情処理【地域密着型サービス基準条例 第129条準用（第39条）】

・苦情処理の連絡先、苦情処理の体制及び手順等を定めているか。

・苦情の受付、内容等を記録しているか。

・苦情の内容を踏まえたサービスの質向上の取組を行っているか。

事故発生時の対応【地域密着型サービス基準条例 第129条準用
（第４１条） 】

・事故発生時の対応方法は定まっているか。

・速やかに区、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援
事業者等に連絡を行っているか。

・賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行うた
めの対策を講じているか。

・再発防止のための取組を行ってるか。

★苦情相談窓口の連絡
先の記載が不十分（保険
者（台東区の場合：介護
保険課事業者担当）、国
保連（苦情相談窓口））

〇事故発生時は区（介護
保険課事業者担当）に事
故報告書を提出すること。

⇒ 緊急を要するもの、
判断に迷う場合は、電話
等で経過報告を行い、指
示を受けること。

苦情処理・事故発生時の対応
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【地域密着型サービス基準条例 第129条準用（第60条の17）】

・運営推進会議を設置し、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受ける
とともに、運営推進会議から必要な要望､助言等を聴く機会を設けているか。

・指定認知症対応型共同生活介護事業者は、運営推進会議における報告、評価、要望、助言等につい
ての記録を作成、公表しているか。

・ 指定認知症対応型共同生活介護事業所は、１年に１回以上、事業所が提供するサービスについて自
己評価を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議において外部評価を行うことが
可能。 ※外部評価を行う運営推進会議は、単独開催を行うこと。

地域との連携等
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開催頻度 おおむね2月に1回以上

構成員
利用者、利用者の家族､地域住民の代表者、区の職員又は当該指定認知症対応型共同生活介護事業所が所在する
区域を管轄する地域包括支援センターの職員、認知症対応型共同生活介護について知見を有する者等。

その他
・複数の事業所による合同開催は、１年度に開催すべき運営推進会議の開催回数の半数を超えないこと。
・テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する場合にあっては、テレビ
電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。

※下線部は介護報酬改定箇所。



 厚生労働省HP 介護保険最新情報
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/in
dex_00010.html

 厚生労働省HP 介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/h
ousyu/index.html

 厚生労働省HP 介護サービス関係Ｑ＆Ａ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/q
a/index.html

 東京都福祉保健局HP 東京都かいてき便り
https://www.fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kourei/hoken/kaigo_lib/info/

 台東区HP 介護保険事業者向けサービス
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/index.html

 台東区HP 介護サービス事業者等の指導・監査
https://www.city.taito.lg.jp/kenkohukusi/korei/jigyoshanokata/jigyosyasido/kaigosid
ou.html

ホームページ紹介
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